
【財形住宅資金貸付勘定】

（単位：円）

現金預け金 6,360,514,616 借入金 90,800,000,000

現金 71,309 民間借入金 90,800,000,000

預け金 1,881,450,423 債券 400,330,151,996

代理店預託金 4,478,992,884 財形住宅債券 400,700,000,000

金銭の信託 568,450,343 債券発行差額（△） △ 369,848,004

貸付金 517,535,075,307 預り補助金等 568,397,939

手形貸付 29,920,000 預り災害復興住宅融資等緊急対策費補助金 568,397,939

証書貸付 517,505,155,307 その他負債 181,575,346

その他資産 570,439,844 未払費用 84,787,422

未収収益 564,316,660 その他の負債 34,737,694

その他の資産 6,058,084 他勘定未払金 62,050,230

他勘定未収金 65,100 賞与引当金 22,107,561

貸倒引当金（△） △ 1,226,635,994 退職給付引当金 1,074,424,345

保証料返還引当金 583,155,900

抵当権移転登記引当金 140,101,220

493,699,914,307

利益剰余金 30,107,929,809

機構法第18条第２項積立金 22,576,170,342

積立金 4,232,719,313

当期未処分利益 3,299,040,154

（うち当期総利益）

30,107,929,809

523,807,844,116 523,807,844,116

負債の部合計

（純資産の部）

(3,299,040,154)      

純資産の部合計

資産の部合計 負債の部及び純資産の部合計

（資産の部） （負債の部）

貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額



【財形住宅資金貸付勘定】

（単位：円）

経常収益 8,242,349,226

資金運用収益 7,808,162,190

貸付金利息 7,801,556,526

有価証券利息配当金 4,005,478

買現先利息 1,125,010

預け金利息 1,475,176

役務取引等収益 9,348,950

その他の役務収益 9,348,950

補助金等収益 819,073

災害復興住宅融資等緊急対策費補助金収益 819,073

その他経常収益 424,019,013

貸倒引当金戻入額 335,070,393

保証料返還引当金戻入額 39,222,600

勘定間異動に伴う退職給付引当金戻入額 34,431,748

抵当権移転登記引当金戻入額 3,514,465

償却債権取立益 4,406,238

その他の経常収益 7,373,569

経常費用 4,943,309,072

資金調達費用 3,995,576,176

借入金利息 1,558,447,286

債券利息 2,428,157,132

他勘定借入金利息 8,971,758

役務取引等費用 225,153,732

役務費用 225,153,732

その他業務費用 8,314,740

債券発行費償却 8,314,740

営業経費 693,942,460

営業経費 693,942,460

その他経常費用 20,321,964

その他の経常費用 20,321,964

経常利益 3,299,040,154

当期純利益 3,299,040,154

当期総利益 3,299,040,154

損　益　計　算　書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

科　　目 金　　額



【財形住宅資金貸付勘定】

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △ 599,420,000

人件費支出 △ 382,199,957

その他業務支出 △ 880,287,133

貸付金の回収による収入 85,386,307,627

貸付金利息の受取額 7,994,665,204

貸付手数料等収入 8,944,950

その他業務収入 29,688,518

小計 91,557,699,209

利息及び配当金の受取額 6,663,198

利息の支払額 △ 3,831,969,176

87,732,393,231

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券（譲渡性預金）の純増減額（減少：△） 15,000,000,000

金銭の信託の減少による収入 872,378

15,000,872,378

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

民間長期借入金の借入れによる収入 90,800,000,000

民間長期借入金の返済による支出 △ 110,200,000,000

債券の発行による収入（発行費用控除後） 54,300,985,260

債券の償還による支出 △ 139,400,000,000

△ 104,499,014,740

Ⅳ　資金減少額 △ 1,765,749,131

Ⅴ　資金期首残高 8,126,263,747

Ⅵ　資金期末残高 6,360,514,616

キャッシュ・フロー計算書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



【財形住宅資金貸付勘定】

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 3,299,040,154

　　当期総利益 3,299,040,154

Ⅱ　利益処分額

　　積立金 3,299,040,154

利益の処分に関する書類



（単位：円）

 

　　 資金調達費用 3,995,576,176

役務取引等費用 225,153,732

その他業務費用 8,314,740

営業経費 693,942,460

その他経常費用 20,321,964 4,943,309,072

 

資金運用収益 △ 7,808,162,190

役務取引等収益 △ 9,348,950

その他経常収益 △ 424,019,013 △ 8,241,530,153

業務費用合計 △ 3,298,221,081

△ 416,037

△ 3,298,637,118

行政サービス実施コスト計算書
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

(2) （控除）自己収入等

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額

(1) 損益計算書上の費用

【財形住宅資金貸付勘定】

Ⅲ　行政サービス実施コスト

Ⅰ　業務費用



重要な会計方針（財形住宅資金貸付勘定） 

 

１ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、債務者を、正常先、要管理先以外の要注意

先、要管理先、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に区分し、次のとおり計上していま

す。 

ア 破綻先及び実質破綻先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収

可能見込額を控除した残額を引き当てています。 

イ 破綻懸念先に係る債権については、個々の債権ごとに担保等による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てています。 

ウ 要管理先及び要管理先以外の要注意先に係る債権のうち、債権元本の回収及び利息

の受取に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを当初の約定利率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差

額を引き当てています。 

エ 上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想

損失率に基づき引き当てています。 

 

(2) 賞与引当金 

役員及び職員に対して支給する賞与に充てるため、翌期賞与支給見込額のうち当期対

応分を計上しています。 

 

(3) 退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしています。 

なお、厚生年金基金の代行部分について、平成25年４月１日付けで厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けました。 

 

(4) 保証料返還引当金 

貸付けを受けた者がその債務の保証を独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法

律第82号。以下「機構法」といいます。）附則第６条第１項に規定する財団法人公庫住

宅融資保証協会に委託したときに支払った保証料のうち、未経過期間に対応するものの

返還に必要な費用に充てるため、返還見込額を計上しています。 

 

(5) 抵当権移転登記引当金 

機構法附則第３条第１項の規定により住宅金融公庫から承継した貸付金に係る抵当権

の将来における当機構への移転登記に必要な費用の支払に備えるため、将来の支払見込

額を計上しています。 



２ 有価証券の評価基準及び評価方法（金銭の信託において信託財産として運用している有

価証券を含む。） 

(1) 満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっています。 

 

(2) その他有価証券 

取得原価を計上しています。 

 

３ 債券発行差額の償却方法 

債券の償還期限までの期間で均等償却しています。 

 

４ 消費税等の会計処理 

 税込方式によっています。 

 

 



 

注記事項（財形住宅資金貸付勘定） 

 

１ キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

 現金預け金 ： 6,360,514,616円  

資金期末残高： 6,360,514,616円 

 

２ 行政サービス実施コスト計算書関係 

引当外退職給付増加見積額については、国からの出向職員に係るものです。 

 

３ 退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けています。 

(2) 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 (A) △ 1,561,431,447

年金資産 (B) 459,523,083

未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 1,101,908,364

未認識過去勤務債務 (D) △ 89,940,025

未認識数理計算上の差異 (E) 117,424,044

貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) △ 1,074,424,345

前払年金費用 (G) 0

退職給付引当金 (F)-(G) △ 1,074,424,345

（単位：円）

平成26年３月31日現在区　　分

 

 

(3) 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 25,954,987

利息費用 22,098,354

期待運用収益 △ 10,663,649

過去勤務債務の損益処理額 △ 9,166,544

数理計算上の差異の損益処理額 28,996,857

その他（臨時に支払った割増退職金等） 0

退職給付費用 57,220,005

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日
区　　分

（単位：円）

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

平成26年３月31日現在

ア　割引率 １.４％

イ　期待運用収益率 ２.５％

ウ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

エ　過去勤務債務の額の処理年数 10年（発生時の役員及び職員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数による按分額を損益処理しています。）

オ　数理計算上の差異の処理年数 10年（各年度の発生時の役員及び職員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による按分額を、それぞれ発生
年度の翌年度から損益処理しています。）

区分

 

（注）厚生年金基金の代行部分について、平成25年４月１日付けで厚生労働大臣から将来

分支給義務免除の認可を受けました。 

厚生年金基金の代行部分返上に関し、当事業年度末日において測定された返還相当額（最

低責任準備金）は271,174,452円であり、当該返還相当額（最低責任準備金）の支払が当

事業年度末日において行われたと仮定して会計制度委員会報告第13号「退職給付会計に関

する実務指針（中間報告）」（平成11年９月14日日本公認会計士協会）第44－２項を適用

した場合に生じる利益の見込額は446,837,468円です。 

 

４ 金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

金融商品の状況に関する事項については、注記事項（法人単位）に記載しています。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次表のとおりです。 
（単位：円）

6,360,514,616 6,360,514,616 0

568,450,343 568,448,883 △ 1,460

517,535,075,307

△ 1,225,257,489

516,309,817,818 536,696,959,223 20,387,141,405

523,238,782,777 543,625,922,722 20,387,139,945

90,800,000,000 90,800,000,000 0

400,330,151,996 401,780,644,560 1,450,492,564

491,130,151,996 492,580,644,560 1,450,492,564

（※１）

（※２）

貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金等を控除しています。

債券発行差額については、重要性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しています。

      　貸倒引当金（※１）

 資産計

 (1) 借入金

 (2) 債券（※２）

 負債計

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

 (1) 現金預け金

 (3) 貸付金

 (2) 金銭の信託

 
 

（注）金融商品の時価の算定方法 

  資 産 

(1) 現金預け金 

預け金は全て満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としています。 

 



 

(2) 金銭の信託 

取引金融機関から提示された価格によっています。 

(3) 貸付金 

貸付金の種類及び債務者区分、期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フロー

を見積もり、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定

しています。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保による

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と

しています。 

 

  負 債 

(1) 借入金 

約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としています。 

(2) 債券 

元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて時価

を算定しています。 

 

５ 重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

６ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 


